
○ 主要論点の整理の方向について

○ 主要論点の整理（素案）について

○ 「市民後見研修講座（基礎）」の実施案について検討

○ 主要論点の整理（案）について

○ 「市民後見研修講座（基礎）」の実施案を確定

市民後見人養成講座（基礎研修）説明会（オリエンテーション）の開催広報

（平成２４年１１月）

市民後見人養成講座（基礎研修）説明会（オリエンテーション）の実施

（平成２４年１２月中旬・２回程度開催予定）

市民後見人養成講座（基礎研修）の申込受付

（平成２４年１２月～２５年１月・予定）

市民後見人養成講座（基礎研修）の実施

（平成２５年１月下旬～２月下旬の３～４日間・予定）

○ 検討会取りまとめ

・

・ 市民後見人養成のあり方について

①　市民後見の意義・役割等、②　市民後見人養成における市町村、社
協、県等の役割、③　市民後見人養成の課題（候補者登録、受任後の支
援等）、④　カリキュラム（基礎・実践）及び運営方法

「①　市民後見の意義・役割等、②　市民後見人養成における市町村、社
協、県等の役割、③　市民後見人養成の課題（候補者登録、受任後の支援
等）、④　カリキュラム（基礎・実践）及び運営方法」等に関する論点整理（素
案）について検討

市民後見人養成あり方検討及び養成講座に関する今後のスケジュール

市民後見研修講座（基礎）受講者アンケートの結果について

※　「市民後見人養成講座（基礎研修）」の受講希望者は、参加必須。

主な流れ

「①　市民後見の意義・役割等」、「②　市民後見人養成におけ
る市町村、社協、県等の役割」、「③　市民後見人養成の課題
（候補者登録、受任後の支援等）」、「④　カリキュラム（基礎・実
践）及び運営方法」等に関する論点を整理

（平成２５年３月中旬）

検討会

第１回検討会

第２回検討会

第３回検討会

（平成２４年７月６日）

（平成２４年８月２０日）

（平成２４年１０月５日）

第４回検討会



養成あり方検討会（県・県社協） 7/6 第１回 10/5 第３回

3月中旬　第４回

①募集 2

②研修実施 3 １・２月　研修

③修了認定 4 ★修了認定

①募集 5 ★５月中旬～　募集　

②研修実施 6 ７月頃～　研修（7～10日間程度）

③（体験実習） 7 (1.5日～5日間程度の体験実習)

④修了認定 8 ★修了認定

①支援員登録 9 ★法人後見の支援員として登録

②支援員研修 10

③支援員として活動 11 （継続）

④支援員活動支援 12 （継続）

①支援員登録 13 ★法人後見の支援員として登録

②支援員研修 14

③研修的支援員と
して活動

15

④研修的支援員活
動支援

16

⑤バンク登録 17 （継続）

⑥受任調整・未受
任者支援

18 （継続）

⑦就任時支援 19 （継続）

⑧後見人活動 20 （継続）

⑨後見人活動支援 21 （継続）

⑩終了時支援 22 （継続）

市民後見活動
及び支援（市
町村・後見実
施機関）

★後見人候補者として受任調整
及び未受任者への支援

後見人を受任した場合の就任時
事務支援

市民後見人として活動開
始

報告会、研修等により継
続的に支援

後見終了時の事務支援

Ａ
～

Ｃ
型
の
場
合

★法人後見の支援員として活動開始

　新規に「支援員」として受け入れることに
は、受入側に一定の負担が生じます。
　特に、「支援員」が、一定の経験を経るま
では、指導する職員・先輩である支援員は、
利用者への支援という本来業務に付加し
て、新人「支援員」を指導するという業務が
発生します。
　また、組織・法人としても、規程の整備、雇
用等報酬が発生する場合は、その財源の
確保等をする必要があります。

★市民後見人バンクに登録

★法人後見の研修的支
援員として活動開始

報告会、研修等により
継続的に支援

初任者研修／ＯＪＴ

初任者研修／ＯＪＴ

基礎研修
（県・県社協）
※基礎研修は、国庫補
助事業のため、実施年
限は未定。

報告会、研修等により継続的に支援

★12月下旬～　募集

以下の項が右の の部分に対応 ２６年度

7 10 1 4 7 10 1

実践研修
（市町村・後見実施機
関）

Ｄ
型
の
場
合

1

項番号

市民後見人養成、就任支援及び活動支援の流れ（イメージ）

1
２７年度

4 7 1010 1

　「体験実習」の実施にあたっては、①守秘義務の誓約、②
保険加入、③実習先選定を経て、相手方の同意を得る必
要があります。

備考
２４年度 ２５年度 ２８年度

以降

　8/20 第２回

4 7

　★印は、面接・レポート・テスト等による受講者への評
価・選考の機会です（以下同じ）。すべての機会に選考を
行うとは限りませんが、市民後見人として後見業務を担い
うるか、組織として指導・育成に責任を持ち続けることがで
きるかどうかといった観点からの判断が必要となります。



後見人実務を組織的に
管理・監督できる。
市民後見人から、支援
課題について、後見監
督人である法人側に相
談等することができる。

Ｃ
｜
①

Ａ

Ｂ
｜
①

Ｂ
｜
②

単独で後見人に就任す
ることにより、後見人側
が、達成感を得ることが
できる。

市民後見人が身上監護
を、専門職後見人が財
産管理を主とするといっ
た役割分担ができる。
市民後見人から、支援
課題について、専門職
側に相談等することがで
きる。

市民後見人から、支援
課題について、法人側
に相談等することができ
る。
後見人実務を組織的に
管理・監督できる。

そもそも、複数後見とす
る必要性の精査が必要
（特に、法人側の機能が
十分であれば、あえて市
民後見人を付ける必要
性は低い）。

適切な後見監督人（専
門職）の確保。
後見人と後見監督人と
の連携・協力の確保。
組織的な管理・監督体
制としては、やや弱い。

後見監督人

後見人の実務のチェック
体制が確保できる。
市民後見人から、支援
課題について、後見監
督人である専門職側に
相談等することができ
る。

課題

後見人実務の管理・監
督体制が脆弱。
支援課題の相談先が、
十分でない。
不適正な行為に対する
抑止機能が確保されて
いない。

そもそも、複数後見とす
る必要性の精査が必
要。
後見人間の連携・協力
の確保。
組織的な管理・監督体
制としては、やや弱い。

後見人等の概念図
評価できる点

後見人
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独
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Ｃ
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②

「市民後見人」の就任・活動類型の整理

支援員としての「市民後
見人」を組織的に管理・
監督できる。
将来、後見人として受任
することを構想する余地
がある。

社協

ＮＰＯ等

適切な後見監督人（法
人）の確保。
後見人と後見監督人と
の連携・協力の確保。

Ｄ
｜
②

支
援
員
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法
人
の
支
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補
助
者

Ｅ

親族後見人の支援に資
することができる。
将来、後見人として受任
することを構想する余地
がある。

「市民後見人」の定義
に、適さないと評価され
る可能性がある。
親族後見人と「市民後見
人」とのマッチングに困
難を来す可能性がある。

「市民後見人」の定義
に、適さないと評価され
る可能性がある。

支援員としての「市民後
見人」のチェック体制が
確保できる。

「市民後見人」の定義
に、適さないと評価され
る可能性がある。
養成を行政が行った場
合、ＮＰＯ等とのマッチン
グに困難を来す可能性
がある。
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